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1　はしがき　一問題提起一
　原価計算を研究する際，どのような研究視角から接近すべきであるのか。この問題を考える場合，
一定の分析視点の設定が必要となる。
　本小論において分析視点と位置付けているのは，Dieter　PfaffがJUrgen　Weberとの共同論攻1の
中で原価計算の目的を検討し，その論理展開において「一種の言語としての原価計算の機能（die
Funktion　der　Kostenrechnung　als　eine　Art　Sprache）」2が言及されている点である。この言及の意味を
追求するために，Dieter　Pfaff（以下，　Pfaffと略）の論攻3と，彼の論理構成の動機付けとなった
Hasso　Ziegler（以下，　Zieglerと略）の論攻4とが取り上げられている。
　ただし，本小論における問題意識は，決してこの両者の論争におけるそれぞれの結論にあるのでは
ない。ここでの研究課題は「一種の言語としての原価計算の機能」というPfaffの言説それ自体の意
味を究明することなのである。
　原価計算のこのような機能は，原価計算の通説の文献ではみることができない。それにもかかわら
ず何故にPfaffがこの機能を明示しているのか，そこに原価計算に対するどのような想定を見出すこ
とができるのか，またこの機能をどのように把握しなければならないのか。換言すれば，Pfaffに依
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拠した場合，原価計算の本質の一端を把握するときに言語として措定するのはなぜか，その措定に際
して原価計算をどのように観ているのか。これらの問題の考察を試みる場合，PfaffとZieglerの論
争それ自体の根底に置かれている原価計算そのものの在り方を研究対象と位置付けた上で，検討する
必要がある。
　一般的には，原価計算の在り方を「情報システム」とみなす考え方が通説となっている5。ここに，
「情報システム」とは，会計の一領域である原価計算をして「過去，現在および未来の測定対象を
『数的に模写すること』（zahlenmaBige　Abbildungen）の総計」6と捉える，いわば「写像」論の観点
から原価計算それ自体の在り方を位置付ける思考様式と考えることができよう。以下に考察する
Pfaffの「一種の言語としての原価計算の機能」という言説に象徴される原価計算の在り方と，加え
てPfaffとZieglerの論争それ自体の根底に置かれている原価計算の在り方もまた，はたして「写像」
論に基づいているのであろうか。この点を，先ずはZieglerの主張をその論理展開に即して取扱い，
次いでその主張に対するPfaffの問題意識および論理内容を提示することにより検討していきたい。
そのことを通じて，「原価計算の言語性」を明らかにするものである。
五　Zieglerの主張
　1原価計算の歴史的流れ
　Zieglerは損益計算（Ergebnisrechnung）問題に関する展開を，時間の流れに即して次のように表
示している7。
　－　1920年代に損益計算問題を非常に大きく取扱い始めた。この段階では原価・給付計算の形式
　　　で生じたが，この当時まったく規則化されていなかった商法上の損益計算とは関係ない。とい
　　　うのも公表された損益計算書は内部会計報告に適切ではなかったからである。
　－　1933年以降ドイツの政策動向により，政府からの命令を介して統一化された簿記（vereinheit－
　　　lichte　BuchfUhrung）を基礎として，原則的に統一化された総原価計算（Selbstkosten－
　　　rechnung）が義務として導入された。総原価計算を簿記へ組み入れることは費用と原価の記
　　　帳を通じて行われた。内部損益計算は費用と原価とを分割することから始まったのである。
　－　1945年以降の原価・収入計算（Kosten・und　Erl6srechnung）の展開は，　Hause社において，
　　　とりわけ営業上および戦略上の計画システムの導入，さらにはシステマティックな差異分析の
　　　中に具体化された。Hause社の一部においては，補償貢献額計算およびプロセス原価計算の
　　　思考もまた受け入れられていた。しかし，原価・給付計算の原理上の構成内に変化は加えられ
　　　なかったのである。
　以上，Zieglerによる時代に即した損益計算書の変化の検討をみてきた。この検討から，次のこと
が導出されると考える。すなわち，卑見によれば，損益計算の中で原価計算が政治等の介入によりそ
の時々に異なった意味を付与され，介入者が当該原価計算をもってその時々に何を創出したいのか，
この点を問題視しているものと考えることができるのである。
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　2　Siemens社の内部会計報告の新たな方向付け
　上述の歴史的流れの後に，ZieglerはSiemens社が1990年代に大きな転換を遂げたことを示してい
る8。
　その検討によれば，Siemens社において外部会計報告に総括原価法ではなく売上原価法が適用さ
れ，さらに内部会計報告に対しても売上原価法を適用した損益計算書が引き継がれたのである。その
際，この方向付けの理由として次の3点が挙げられている。原価と費用の区分が国際的に認められ
ていないこと，ドイッ商法典第275条9を根拠として損益計算書に関する項目分類規定において総括
原価法と売上原価法の選択可能性が示されていること，区分計算（Abgrenzungsrechnung；AGRと
示す）110を用いて製造計算と販売計算を統合することにより経済計算に商事貸借対照表政策上の考
慮および損益潤滑化（Ergebnisglattung）が入り込むことである。
　このSiemens社の国際的コンッェルソ決算書に関して，　Zieglerは売上原価法における損益計算書
が，今後中心的な原価情報と制御手段になるという見解を表明している。この売上原価法に基づくと
き，費用が経営上の主要な機能に基づいて分類される点が明らかにされている。すなわち，製作，研
究開発，販売および一般管理である。これらは売上に対する割合で示され，中間合計として営業損益
に，つまり内部会計の枠組みに含まれる点が提示されている。
　Zieglerは不均等原則が損益に与える影響を排除することを重要視している。とりわけ不確実な債
務と発生の恐れのある損失の評価を次のように位置付け，その排除を試みているのである。すなわ
ち，ある程度まで主観的な状況に左右されて，それ故に毎年度，損失状況を変動させるということで
ある。ここで，Zieglerは給付単位原価計算上の利子を除いて費用と原価との区別を放棄することを
主張しているのである。その移行は，以下のように要約できる。
　一　給付単位原価計算上の減価償却費と危険費を記帳するのでなく，商事貸借対照表上の減価償却
　　　費と実際に生じてしまったリスク額を損益計算書に入れる。
　一　市場利子率はインフレーション利子率と実質利子率から構成される。
　一　上記二点より実体維持が保証される。
　以上の帰結として，Zieglerは共通工業コソテンラーメソ（Gemeinschaftskontenrahmen）11よりも
さらに厳密で，種類別原価から機能別原価への移行を考慮した新たなコンテンプラーンの必要を述べ
ているのである。
　ここまでZieglerの論理展開をみた結果として，次の点を明確にしておく必要があると考える。卑
見によれば，ドイッ商法典第275条に基づく売上原価法の適用に際しては，「製作原価」概念は単一
のものといえない点に注目すべきである。すなわち，「製作原価」が複数である可能性は否定できな
いということである。このことは，会計の一領域としての「原価計算」が「過去，現在および未来の
測定対象を『数的に模写すること』（zahlenmatlige　Abbidungen）の総体を会計とみる」12，すなわち
「写像」論を前提に置いた性格を持つだけではないことを明らかにしているものと考えることができ
るのである。
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N　3　機能上の管理
　Zieglerは，数年来一層激しくなるグローバルな競争の存在を背景に置いたとき，製造指向的な会
計制度ではなく市場指向的な会計制度と管理が必要となってきたという見解を表明している13。この
市場指向的な管理のために，売上原価法による損益計算書を用いた場合の4つの機能原価ブロック
が有用であると指摘している。この点を明らかにするため，ある大規模化学会社が例に挙げられ検討
されているのである14。
　Zieglerによれば，各製品指向的営業領域もしくは営業部門には，通常，各経営機能に対する責任
が存在する。このことは，そこでの収入割当分における予定される変化に関して相互に一致するはず
であり，プラスもしくはマイナスのいずれの結果が，相対的もしくは絶対的な損益に基づく機能を前
提としているのか，損益計算書から直接読み取り可能と位置付けられているのである。考慮の中心が
生産計画および原価計画から売上計画および成長計画（Wachstumsplanung）へと移動する点が指摘
されている。Zieglerは，材料費，労務費，減価償却費などの原価種類による分類でも生産上の割当
分は表現可能と位置付けながらも，原価種類の場合は責任への直接の関連がないことに言及してい
る。これに対して，実際に大規模化学会社の1987年から1992年までの機能原価総額と通常営業活動
の損益を対売上構成比率の割合から数列に示し，次のような結論15を導き出しているのである。
　　　　「このような数列に基づいて，さらに国内外の競争に際してこの数列の動向を見ることによ
　　　って，次のことが可能になる。すなわち，企業給付が目標原価と短期的および中期的に一致す
　　　ることである。この目標原価とは，機能管理に基礎付けられ，達成されるべき百分比割当分と
　　　いう形式におけるものである。以下の可能性によって，営業上の目標および戦略上の目標もま
　　　た従来よりも明瞭に相互に結び付けられているといえるのである。すなわち，機能のための中
　　　期と長期の目標が，収入に対する，機能の割当分が変化させられる中で，数によって表される
　　　ことである。確かに，企業のための機能の価値は客観的に決定されることはないであろうが，
　　　しかし，各機能が損益変更にどのように関与したのかを明らかにすることができるのである。」
　次に言及されているのは，機能領域を管理する際の区分である16。その吟味によると，売上原価法
に基づく場合の4つの機能領域への分類は，機能上の管理が，営業単位にしたがえば水平的に，部
分機能にしたがえば垂直的に細分されることになる。
　前者の水平的分類とは「損益計算書は全企業のためのみならず，営業一単位のためにもまた作成さ
れる」17と意味付けられている。Siemens社の例では，領域から作成される損益計算書が，営業分野
および営業支部（Geschaftsgebieten　und－zweigen）にしたがって製品グループまで再分解される，
つまり損益計算書が営業領域単位，営業分野単位，製品グループ単位という様々な単位で作成される
のである。ただし，これは，通常の営業活動の損益の深部の分類が営業活動に関して，売上の総損益
まで，経済性という理由から順々に推定している場合に限られている。
　後者の垂直的分類に関しては例を挙げて説明されている。すなわち，まず売上原価を製作原価と販
売原価（運搬，手数料，注文固有の技術給付等のような注文の個別費）に区分する。次いで，製作原
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価を生産場所（作業および経営（Werke　und　Betriebe）とサービス業務（販売作業場所，組立部門，
維持保守部門）に区分する。生産場所においては，共通費が作業場所原価，製造準備および製造計
画，ロジスティックス（Logistik）のような部分機能にしたがって細分されなければならないと意味付
けられている。その際，各部分機能が原価場所グループであると位置付けられている。さらに，全て
の経営上のプロセスが，原価場所の場合に可能なように隙間無くさらに重なり合うこともなく相互に
区分可能であるとき，販売領域および研究開発領域に関しても細分可能であると位置付けられている。
　Zieglerは上述の部分機能に対する責任を，以下のように位置付けている18。すなわち，部分機能
に対しては，原価の割合が売上に対する百分率で示され，さらに予算および計画に関しては当該営業
単位の管理を用いて目標原価の取り決めを通じて決定される。前年度と予算との乖離（Abweichun－
gen　gegentiber　Vorjahr　und　dem　Budget）に対する責任は，部分機i能に対して責任を有する場合に存
在すると述べられている。各部分機能において，行動権能を付与された（handelungsbevollmachtigt）
責任者の指定が仮定されているのである。
　部分機能に対する責任に関して，次のような見解が表明されている。すなわち，原価の種類が中心
である従来の原価計算システムでは，原価の種類に対して直接に責任を与えられないが，機能上の管
理では責任はこれと一致する売上の割合で存在することである。この点に関して，Zieglerはさらに
以下の通り述べている。
　　　　「売上が減少するならば，適切な処置を通じて当該部分機能の原価を次のように適合させる
　　　ことは，まさに固有の任務なのである。すなわち，このことが少なくとも損益の負担の百分率
　　　割合を上昇させることにはならないのである。」19
　さらにZieglerが言及しているのは，差異に関する検討である20。この検討によると，予算におけ
る機能責任および部分責任を一致させる収入割合は，売上収入の計画された成長率と導入された合理
化処置に左右されて不変に一致する。そのとき「どのような理由であれ，予算年度において売上収入
と乖離する動向になり，それと並んで機能原価において売上収入と乖離する動向になるならば，金額
（DM）における収入の場合と金額（DM）および百分率割合における機能原価の場合との予算の差異
が生じる。」21と指摘している。そして，機能原価におけるどれほどの差異が売上の差異に帰せしめら
れるのかと，責任の所在がさらに問題視されている。
　この問題を回避する解決策として，弾力的な予算が挙げられている。すなわち，予算を作成する場
合の機能責任と，様々な機能領域の計画を介する売上収入の場合に獲得される引下成果とを，一致さ
せることで行われると提示されている。
　Zieglerは，原価・給付計算に関して次のように述べている。すなわち，原価・給付計算が50年以
上前から，適切な工場価格（der　richtige　Fabrikpreis），計算が確認可能であること，正当化された
顧客価格（Kundenpreis）を目標にしてきたのに対して，市場では顧客が原価でなく価格に関心を持
つようになっているのである。こうした状況の中で，期間（損益）計算と製品計算とはさらに重なる
と述べながらも，Zieglerは次のように結論付けるのである。
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　　　　「とはいえ，考察方向が変わったのである。我が社はもはや市場のメッセージに基づいて綿
　　　密に計算された総原価を見ているのではなく，我々がみなしている原価（die　Kosten，　die　sie
　　　uns　erlauben）に基づいて綿密に確認された市場価格を見ているのである。」22
　Zieglerによる論理展開により，　Siemens社において以上のような置き換えが行われていることが
示されたのである。
　ここまでみてきたZieglerの論理展開に関して，吟味を試みたい。「売上が減少するならば，適切
な処置を通じて当該部分機能の原価を次のように適合させることは，まさに固有の任務なのである。
すなわち，このことが少なくとも損益の負担の百分率割合を上昇させることにはならないのであ
る。」23という記述から，次のような解釈が可能と考える。すなわち卑見では，このZieglerの主張か
ら，各部分機能における責任者が売上の減少に際しても損益の負担の割合を変えない，つまり過剰人
員に対するコスト等が明確になり，この点から「企業再構築の理由付け」と意味付けられるものと考
えるのである。さらに，Zieglerにより直接的には言及されていなかったが，売上原価法を内部会計
にも適用することで，つまり原価に替えて費用を用いることで，原価を算定するためのコストの削減
可能性を挙げておきたい。この「会計数値算定コストの削減」に関しては，次章で取扱うPfaffが
Zieglerの見解に対して，この点を批判的に指摘24している。
　このZieglerの論理展開自体に対する吟味とは別に，上掲した引用文中の「我々がみなしている原
価」という記述をみても，「原価」というものに対してZieglerが「写像」論を根底においていない
ことが分かるのである。
皿　Pfaffの問題提起と論理展開
　1問題提起
　Pfaffは，上述のZieglerの論理展開に基づけば，給付単位原価計算上の原価が給付単位原価計算
上の利子しか残らないことを受けて，「原価計算は理論上および実務上，将来的に不必要になるの
か？」25という命題を提示し，原価計算の機能を中心として考察を加えている。
　2　原価計算の目的
　Pfaffは上述の命題を考察するにあたり，原価計算の目的を明確にしている26。
　その検討によれば，原価計算機能が計画機能，統制機能，記録機能に区別され，その中で記録機能
は副次的なものと位置付けられている。さらに，計画機能もまた企業の意思決定に際しての重要な情
報の一部にすぎないと位置付けられている。
　しかし，意思決定計算のための資料準備のほかに，原価計算は多重の統制任務を遂行しているとし
て統制機能が重要な機能と位置付けられ，以下のように検討している。第一に，原価計算データが，
既に下された意思決定自体の計画実現を検証するために，企業の意思決定担当者に使用されているこ
とである。かかる統制計算の対象の例として製品，製品グループおよび顧客グループが挙げられてい
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る。第二に，原価計算の情報が下位の意思決定老を統制するための基礎として位置付けられている。
その際，個々の経営の原価場所（コストセンター）の統制もしくは次のような個々の経営領域（利益
セソター）の損益の統制のどちらか一方が重要であると示されている。すなわち，少なくともその製
品の生産と販売に対して，したがってまたその領域の原価，給付および損益に対して権限があるもの
とされている。後老に対して，Pfaffは「時間比較，経営比較もしくは当為と実際の比較により，資
源消費および次に示すその他誤った行動が明らかにされるべきである。すなわち，意思決定経過への
介入と学習プロセス発起による改善を惹起するためのものである。」27と位置付けている。しかし，そ
れ以上にこの枠組みでの原価計算は給付インセンティブ（名声，報奨，利益配当，昇進の取得が例示
されている）のための測定基礎として利用可能であると強調している。
　原価計算の機能を以上のように解した上で，外部会計制度の機能が次のように検討されている。す
なわち，その中心的な任務は収支測定機能ならびに情報機能である。前者は，次の三点に意味付けら
れている。第一に，商法上の利益を用いて，利益配当に対する企業の要求を相互に区分可能にする数
値を定義することである。第二に，とりわけ債権者保護の理由から，いかなる金額まで社員が企業に
帰する払込金を控除することができるかを決定する。第三に，税務上の利益を用いて国庫の要求が決
定されることである。Pfaffは「上述の経済主体全ての間には，根本的に利害衝突（Interessenkon一
且ikte）が存在するので，外部会計制度の場合，結局，この利害調整が重要なのである。」28と結論付
けている。さらに，年度決算書が情報機能と会計責任報告機能（Rechenschaftsfunktion）を持つこ
とにも言及している。
　上述の比較から，Pfaffは原価計算と外部会計制度の目的が完全に異なると結論付け，後者の場合
は異なる利害の調整が重要であるのに対して，前者はイソセソティブ任務を除いてむしろ利益調和の
ために構想しているようにみえると述べている。さらに原価計算機能に対して次のような認識を示し
ている。
　　　　「実際にこの構想は次のような伝統的な原価計算の文献の見方でもある。すなわち，そこで
　　　はしばしば組織問題（インセソティプ問題）なしに，企業は技術的単位，さらに企業者は意思
　　　決定者とみなされている。この意思決定老は，最良の意思決定のために必要な情報を全て有し
　　　ている（verfUgt）か，ないしは，この情報をたやすく入手できる。その場合には原価計算の
　　　唯一の機能は，固有の意思決定の影響（および統制）なのである（以下では，この機能が意思
　　　決定機能と呼ばれている）。
　　　　しかしながら最近，この見方は新たな概説上（neoinstitutionell）次の考察方法によってい
　　　よいよ補完され，相対化されている。すなわち，企業内の多数の意思決定担当老の目標間衝突
　　　と非対称の情報配分によって特徴が表され，さらに統制機能ないしはインセソティブ機能（以
　　　下では行動制御機能とも呼ばれている）を前面に押し出している考察方法である。」29
　Pfaffは，上述の新たな見方に基づけば，両方の計算制度においても意思決定担当者の制御，統
制，調整が重要であると位置付けている。その際，企業内の異なる意思決定者（中央マネジメソトと
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領域マネージャー，原価場所管理老もしくは機能管理者との間が例示されている）の下における利害
衝突のみならず，外部の企業関係者（とりわけ自己資本提供者，債権者および被用者）と企業管理者
との下における利害衝突が発生する可能性があると指摘されている。この企業外部の衝突は，とりわ
け法律規定（例えば，年度決算書の作成，監査および公表に関する規定）を通じて，さらに一部では
私的契約上の協約（privatvertragliche　Vereinbarungen）（例えば信用契約の枠組みでの協約）を通じ
てもまた調整されると説明されているのである。
　ここで定義された原価計算の意思決定機能に関して，Pfaffは次節のように検討しているのである。
　3原価計算と意思決定機能
　①完全市場下の原価計算
　Pfaffは外部会計制度と意思決定機能における原価計算への異なる要求を明確にするために，新古
典派理論の世界を想定する30。この想定された世界は，以下の通りである。
　一　企業老の目標は売上と原価との差額の最大化である。
　一　原価は要素数量と要素価格との積であるかもしくは要素投入のための支払総額と等しい。
　一　全ての経済主体（消費老と生産者）の行動が相互に，経済主体が他の経済主体の効用を減少さ
　　　せることなしに改善できない，つまり総資源と一致できるようにする価格システムが存在する。
　一　要素の価格は企業者が出さなければならない金額を正確に示す。
　一　市場価格への指向は唯一必要で唯一有意味な評価規定である。
　このような想定の下では，処置または代替行為の（市場）価格は，代替行為によって得られるべき
財の市場価格の総額から投入されるべき財の市場価格を差し引いたものに常に等しいと示されてい
る。このことからPfaffは，この世界における経営の会計制度の任務が，財のベクトルと価格のベク
トルの把握に限定されることを強調しているのである。こうした世界において，要素価値と要素数量
の積の総額が要素投入のための支払の総額に必然的に等しくなることから，原価，費用および支払の
間の区別が不可能であることが導出されているのである。その検討によれば，結論として，市場価格
を知っているだけで最適な意思決定が可能となるために，独自の原価計算も外部会計も必要ないとい
うのである。
　②不完全市場下の原価計算
　ここまでみてきたPfaffの論理展開によれば，新古典派世界において，意思決定機能における独自
の原価計算は必要ないものと位置付けられている。しかし，現実には上記の関係は困難であると位置
付けた上で，不完全市場下の原価計算が検討されている31。この検討に先立ち，上記の関係を困難と
位置付けた理由として，存在している市場システムが不完全であるという点が以下の通り提示されて
いる32。
　一　財の数量は先与されず，さらに財は明確に定義されて（wohldefiniert）いない。つまり，例え
　　　ば実務において，潜在的要素によって引き渡された（abgegeben）給付単位を決定することは
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　　　難しいのである。
　一　一連の財に関して，市場と市場価格は概して間違っている可能性がある。確かにしばしば潜在
　　　的要素は市場価格を有する。とはいえ，使用している間，引き渡された給付単位のための価格
　　　は間違っているのである。同様に，内部の財とサービスの取引の評価のための市場価格は大抵
　　　存在しない。しかし，個々の消費数量のための市場価格は，ある要素より多くの数量が割引承
　　　認の下で調達される場合には，既に間違っているのである。
　一　仮に市場価格が存在しても，評価問題が生じる。ただし，ある財が多くの市場（例えば調達市
　　　場および販売市場）で異なる市場価格を用いて取扱われる場合である。
　一　最後に，時の経過の中で価格が変化する可能性があることである。このとき，問題となるのは，
　　　例えばある要素を歴史的価格（取得価格）と再調達価格のどちらで評価すべきなのかである。
　さらにPfaffは，追加的に全ての問題が次のことにより困難になると述べている。すなわち，意思
決定者がしばしば不十分な情報事情を自由に処理できるということである。
　新古典派世界という理想的世界から転向する際，原価計算理論では「原価」に対して，収支的原価
概念と価値的原価概念という相互矛盾原価概念がほとんど必然的に産み出されたことが明示されてい
る。収支的原価概念は，企業によって支払われたもしくはさらに支払われるべき価格に指向するもの
と定義付けられている。それに対して，価値的原価概念は，評価される消費財および給付関連的財消
費であると定義付けられ，伝統的な原価計算を根底に置き，機会原価の計上を内包していることに言
及されている。ここで，Pfaffは機会原価を逸失利益（entgangene　Gewinne）としてばかりでなく，
「全体に一般に意思決定者と取得原価（ないしは減価償却費だけ減じた取得価格）のための要素の，
金単位（Geldeinheiten）で表される価値の間の差額として理解される」33と意味付けている。さらに，
機会原価を独自の原価計算のための重要な理由の一つと指摘しているのである。
　この指摘を明確化するために，Pfaffは例を挙げて説明している。すなわち，追加注文を受け入れ
るべきか否かを意思決定するために，その追加注文のための材料消費の評価が考察対象となっている
という想定である。その材料は既に手元にあるが，消費に際して再調達が必要と仮定されている。そ
のとき，再調達価格のみで意思決定されることが確認されている。
　Pfaffが次に挙げているのは，再調達価格に基づく減価償却費が有意味であるという可能性に関す
るものである。これは，商法上の利益のどの部分が実体維持目的のために準備金に入れられなければ
ならないのかに関する情報を意思決定者が必要とする場合である。その際，顧慮すべき点として次の
ことが挙げられている。すなわち，純粋な再調達原価に基づく減価償却費は，通常，実体維持を保証
できないということである。つまり，実体維持に指向する減価償却費の計上は，再調達原価ばかりで
なく，企業ごとの利益構想，金融観念，資本構成および租税の枠組み条件にも左右されるというので
ある。しかし，Pfaffは上述のことの方が，実体維持に指向する減価償却費が外部会計制度における
減価償却の実際的な条件下で区別されることに比して，その重要性はわずかであると位置付けている。
　上述の費用としての減価償却費（Aufwandsabschreibungen）と給付単位原価計算上の減価償却費
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との区別の生じる可能性が，以下のように指摘されている。すなわち，年度決算書において減価償却
完了済みの財産対処物が，さらに経営上利用され，給付単位原価計算上の減価償却費を用いて，原
価・給付計算上に考慮されることである。PfafFによれば，この処理が表現していることは，当該財
産対象物が意思決定者にとっては依然として価値を有していること，またこの財産対象物がここで観
察される世界において行動の影響の問題なしに，たとえば次の場合に都合がよい可能性があることで
ある。すなわち，財産対象物が維持保守費用を高くすることなく再利用可能であり，給付単位原価計
算上の減価償却費を考慮しないことは，給付単位原価計算におけるゆがみもしくは経営の比較および
時間比較を行う場合のゆがみに導かれることになると思われる場合が挙げられている。
　経営の比較の枠組みにおけるゆがみに関して，それが次の点を可能にする根拠となることが指摘さ
れている。すなわち，給付単位原価計算上の企業者賃金，給付単位原価計算上の利子もしくは給付単
位原価計算上の賃借料もまた考慮することである。
　例を用いた上述の検討により，Pfaffは，給付単位原価計算上の原価ないしは価値的原価を計上す
る場合に多大な自由空間（Freiraume）が生じることに対して，異義申立てが可能になると主張して
いる。不完全市場の場合に生じる基礎的な問題に基づいて適切な計上を選択することは，上述の例よ
りも一層難しいと位置付けられている。それ以上に，価値的原価が当該の意思決定分野ないしは目標
観念に左右されると指摘されている。その結果として，「人は常に各問題にとってその時々に重要な
機会原価を決定しなければならないであろう」34と結論付けているのである。さらに，「機会原価の正
しい計上は，結局のところ最適な解決策の知識を前提としている。」ことが示され「そのときには，
もはや必要とされていない（価値的原価概念のジレンマ）。」と述べられている35。
　さらにPfaffは次の点に言及している。すなわち，価値的原価概念に対する上記の批判が「実務に
おいては，機会原価の厳密な算定の方が，当該原価（derselben）の近似値よりも重要としても，そ
れはわずかに過ぎない」36点を見落としていることである。例として，意思決定者がリスクに臆病で
あり，会計制度が生じさせたデータがむしろ期待価値ならば，企業の見方からすれば有意味になるこ
とが挙げられている。これは，追加的に意思決定が実際的な費用のために，時の経過の中で経験価値
であることがわかった給付単位原価計算上の危険費を考慮する場合に限定されている。
　Pfaffによれば，この考慮37に関して，会計制度はただ期待価値に関して報告できるにすぎないの
である。その理由として，不確かさならびに不完全な情報が想定される場合である，すなわち，原価
と収入の実際の関数を意思決定者は知らないことになっている場合が指摘されている。
　Pfaffは次の検討対象として，　Bernoulli理論（Bernoulli－Theorie）の意味におけるリスクに臆病な
意思決定老の事例を取り上げている38。その検討に際して，はじめに完全情報の場合の解決策が考慮
されている。リスクに反感を持つこの事例では，原価と収入の期待価値に基づいて意思決定される可
能性はない点が示されている。むしろ，効用の期待価値を算出すること（Berechnung）もしくは確
実性等価量（Sicherheitsaquivalenten）を算定することが必要であると位置付けられている。リスク
中立の場合，成果配分の期待価値と成果配分の確実性等価量とが一致し，リスク中立でない場合，そ
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れらは相互に乖離すると述べられている。このとき，この検討によれば，双方間の差異に，リスク割
増金（Risikopramie）という定義付けが可能であると位置付けられている。単純化して，変動費のみ
が不確実であると想定する場合，リスクに臆病な意思決定者の見方からは，正確に次の数量が最適で
あると指摘される。すなわち，確実性等価量の限界原価が限界収入と等しい場合の数量である。確実
性等価量の原価関数が常に期待される関数の上方で経過する場合，最適な産出数量の方がリスク中立
な場合の産出数量より少ないことが示されている。ところが，Pfaffによれば，原価計算が常に期待
価値のみを表示するにすぎないのならば，期待される費用を根底に置く場合，意思決定者は常に，過
度に高い生産数量を製作することになり，過度に低い価格を望むことになる。この過剰生産の効果
は，給付単位原価計算上の危険費の考慮により縮小される可能性があり，さらには偶然に補償される
可能性さえあると指摘されている。その理由として，この危険費を算入する場合に給付単位原価計算
される生産数量は，常に期待される費用に基づいて算出される数量より少ない点が挙げられている。
　しかしながら，Pfaffは上述の方法が完全な情報状態のときにのみ達成可能であるにすぎないこと
を強調しているのである。とはいえ，経験が十分な場合には役に立つかもしれないと位置付けられて
いる。さらに実務において用いられる割増金（Zuschlagen）と近似であるべき機会原価との間の密
接な関係の存在が指摘されている。その理由として，そうでないならば，人が関連価値に任意の金額
を足すことによって，ちょうどよく「近似にできる」ことになってしまう点が挙げられている。
　Pfaffは，以上の独自の（価値的）原価概念に関する検討を踏まえて，　Hause　Siemens社における
外部および内部会計報告の転換を吟味している39。すなわち，実際に，Hause　Siemens社で原価と給
付に基づく内部損益計算を廃止することは，結局，経営水準に基づく原価・給付計算の任務を意味し
ていないと指摘されているのである。この場合，依然として次の必要性が残ると説明されている。す
なわち，会計数値（今の場合，この数値は費用もしくは原価のことである）が，変換プロセスのその
時々に関心を引く関連対象（例えば製品，製品グループ，原価場所もしくは原価部署（Kostenplatze））
に関係付けられることである。PfafFによれば，この情報必要性に関して，例えばある原価場所責任
者がこの機能原価と売上のその割引分という知識に甘んじることは，ほとんどあり得ないというので
ある。
　さらにPfaffは，　Zieglerの論攻に対して次の点を指摘している。
　　　　「しかし，原価計算が変換プロセスを模写するために必要であるならば，Zieglerによって記
　　　述された，新たな方向付けによる節約効果は簿記の単純化ならびにコソテソラーメソの単純化
　　　に限ることになる。実際に，これが原価をどの程度の高さで節約できるかについては，この場
　　　所では答えられない。というのも，理論のみならず実務における原価計算のコストを，十分に
　　　は知っていないからである。しかし，過度に高い節約の期待に対する疑念は修正されると思わ
　　　れる。つまり，なにはさておき，まだ次の長所が残っているのである。すなわち，コンッェル
　　　ン制御の枠組みにおける2つ目の損益計算を省略することにより，コストの節減を生じさせ
　　　ることができると考えられるのである。しかし下位では，分散的に管理されている企業におけ
一319一
　　　る独自の原価計算の判断という枠組みで，上記のことが取り除かれなければならなくなるので
　　　ある。」40
　以上，Pfaffは原価計算の意思決定機能が機会原価と関連があるとはいいきれないと位置付けてい
ると受け取ることができるのである。
　4　原価計算と行動制御機能
　前述のように，Pfaffは原価計算の機能の一つとして行動制御機能を挙げている。これはイソセン
ティプ機能とも称されている外部の意思決定の影響である。その際，この機能がコンツェルソ制御と
いう枠組みで検討されている。この検討における研究視点は「外部会計データとは異なる原価計算数
値が必要であるのか」という点である。しかし，この検討に関しては既に取り上げた問題である41。
Pfaff自身が原価に基づく内部制御の反対論拠と賛成論拠を詳細に検討した結果，「独自の原価計算の
必要性」を論証できていないと位置付けているのである。論証をより明確に行うために，Pfaffは
「エージェンシー・モデル」を用いて，マネジメントと原価場所責任者等の代理人との関係の導出を
試みているのである42。この点に関しては，次章においても取り上げる。
　以上，本章はZieglerの主張に対するPfaffの問題提起と，原価計算機能の中のとりわけ意思決定
機能を中心にその論理展開を取り上げたものである。
lV　Pfaffの考察過程の要約
本章では，Pfaffの原価計算機能に関する論理展開を要約的にみていくことにする43。
　1原価情報の有用性
　Pfaffは，行動制御機能に関して，コンッェルンの子企業という事例を用いて検討している。原価
情報が行動制御のために利用可能か否かを検討するために，企業内部の制御を費用ないしは原価で行
うことの経済的な長所と短所が吟味されているのである。そこでは，まず個々の領域間に結合が存在
しないという仮定の下で，原価に基づく内部制御の反対論拠が取扱われ，次いで逆の設定，つまり個
々の領域間には結合が存在するという前提で，原価に基づく内部制御の賛成論拠が取扱われている。
そして，実務ではしばしば個々の領域間に結合が存在するということから，原価の必要性が論じられ
ているのである。しかし，この論理だけでは原価固有の情報に対する必要性に言及できないと位置付
けて，次の論理展開を試みている。すなわち，通常，所有者とマネジメソトとの間に想定される
「エージェンシー・モデル」が，マネジメソトと例えば原価場所責任者のような代理人との間に用い
られることにより，何故に原価特有の情報への需要が存在するのかが明らかにされていることであ
る。すなわち，相反関係にあるイソセンティブ問題，情報の非対称，正常でないものの排除という原
価計算特有の情報に基づくものである。このような論理展開をもって，Pfaffは原価による内部制御
を論理的に検証しているのである。
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　2　原価計算目的の再検討
　PfaffはJUrgen　Weber（以下，　Weberと略）との共同論攻の中で，原価計算に対する批判点と，
それに対応して発達した様々な原価計算を挙げ，わだかまりが残ることを指摘している。そして，継
続的原価計算の主要目的としての意思決定指向性を問題視している。意思決定の基礎付けにとって適
切とみなされるが故に原価計算が重要なのではなく，むしろ原価計算のいわば言語としての機能があ
ることを仮説として取扱っている。その際，原価計算発達史上と意思決定理論上での論拠を検討し，
結論を導出しているのである。
　原価計算発達史における原価計算は，価格正当化の意味での価格計算の道具として，決定機関の意
思貫徹の道具として，さらに分散している意思決定担当者調整の道具として位置付けられている。こ
の点から，原価計算の意思決定指向性は導き出されていない。
　意思決定理論においては，意思決定に指向するものとして機会原価を挙げているが，これは原価計
算システムにより直接的には模写されないために原価計算の意思決定指向性を示さないとみなされて
いる。
　ここで，PfaffとWeberは原価計算の意思決定指向性の否定を前提として，その他の原価計算機能
に目を向けている。すなわち，経営の価値創造の個別段階における価値発生および価値消費の把握が
原価計算利用の中心となる機能，作業の計画および統制に関する情報提供上の前提を形成するという
機能，一種の言語としての機能，意思決定機関の新しい役割を前提として意思決定担当者の目標を異
なる水準に合わせるための調整という機能である。以上のような機能の保持から，原価計算の役割の
変化が指摘されており，さらには意思決定制御が見出されているのである。
　最終的に，原価計算が意思決定担当者のための目標・計画に関する言語機能を担い，さらにこの機
能が否定されても調整手段に関する役割を受け継ぐことから，企業は原価計算を放棄し得ないことが
結論として導かれているのである。
　以上，本章ではPfaffの論理展開を要約的にみてきた。こうした論証を通じて，　Pfaffは原価計算
機能を，意思決定機能ではなく，行動制御機能に見出すのである。その際，論理展開の中で，原価計
算批判に対応して展開された活動基準原価計算，目標原価計算，ライフサイクル原価計算，株主価値
構想，バランススコアカード等だけでは根本的なわだかまりが残ることを指摘し，さらに「一種の言
語としての原価計算の機能」という原価計算機能にまで言及している。卑見では，そこに取り上げら
れている「展開された原価計算」とは，「情報システム」としての原価計算を念頭において展開され
たものと考える。すなわち，「写像」論を根底においた原価計算の展開であると考えるものである。
これらの原価計算では解決し得ない，根本的なわだかまりとは，何を指すのか。また，「一種の言語
としての原価計算の機能」を考えるとき，Pfaffはどのような原価計算の在り方を想定し，このよう
な見解を述べているのであろうか。以下，むすびとして，ここまでのPfaffとZieglerの論争を踏ま
え，上記の問題点の考察を試みたい。
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V　むすび　一結論的考察一
　さて，本小論の最後として，PfaffとZieglerの論争の位置付けを試みることにしよう。
　まず，本論文皿でみてきたZieglerの論理展開を考察する。この論述対象は，ドイッ商法典第275
条に基づいて損益計算書に売上原価法を適用することにより内部会計報告に新たな方向付けを行い，
次のことを達成可能と導出していることと考えることができる。第一に，原価領域を細分することに
より各場所に関する責任を特定し，売上の減少に伴うコスト削減の責任の所在を明確とすることによ
り人員削減等を行う，つまり「企業再構築の理由付け」である。第二に，対外的な会計数値と対内的
な会計数値を別々に算定するのではなく，対外的な数値のみを用いることにより，「会計数値算定コ
ストを削減」することである44。
　これに対して，Pfaffは本論文皿，　IVでみてきたように原価計算の必要性および原価情報の有用性
を論証の中心としている。原価計算の持つ統制機能に焦点を当て，内部の意思決定者の利害衝突に対
しては意思決定機能を，外部の意思決定者の影響に対しては行動制御機能を挙げ，それぞれ分析して
いるのである。その論証の結果，次のような結論を導いている。一方では意思決定理論に対して有用
な機会原価が原価計算システムでは直接的には模写されないと位置付け，それ故原価計算の必要性を
論じることができないとしている。他方，行動制御機能は原価計算を不可欠な存在として意義付ける
ものであるという見解である。後老の論証によりPfaffは原価計算の存在を否定できないと結論付け
ている。
　このような研究視角からすれば，ここで取り上げたPfaffとZieglerの論争においては，原価計算
の必要性に対して，前者は必要と位置付け，後者は不必要とみなした上で切り捨てているかのように
受け取られよう。
　しかし，本論文において問題としているのは，そのような論争の考察ではない。冒頭に明記したよ
うに，ここでは，論争それ自体の根底に置かれている，原価計算そのものの在り方を研究対象として
いるのである。
　（1）「写像」論としての原価計算観
　では，PfaffとZieglerは原価計算をどのようにとらえているのか。この点を明らかにするためには，
両者がそれぞれの論理を展開するにあたって，どのような設定を想定しているのかを考える必要がある。
　その際，会計の一領域としての原価計算を考えるためのアプローチの一つとして，「写像」論が挙
げられよう。「写像」論とは次のように定義されている。
　　　　「一般的には，会計は企業の『実態』を正確に表現すべきもの，忠実に写し出すべきものと
　　　されている。例えばシュナイダー（D．Schneider）は，これに関連して，『会計とは，すでに
　　　生起した事象，現に存在している事象または将来生起するであろう事象を数的に模写すること
　　　である。』と述べている。
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　　　　こうした過去，現在および未来の測定対象を『数的に模写すること』（zahlenmatlige　Abbil－
　　　dungen）の総体を会計とみる考え方を，ここでは『写像論』（picture　theory）と呼ぶことに
　　　する。」45
　この「写像」論を出発点として根底に据えたとき，両者の論理展開とは合致しない点が問題として
生じてくることになる。例えばZieglerの論述の根拠である，損益計算書作成に際して売上原価法を
採用することが挙げられよう。売上原価法を適用した場合には，商法典第275条第3項第2号によ
り，製作原価が決して単一のものとは位置付けられていないのである46。さらに問題点を挙げれば，
PfaffがWeberとの共同論攻の中で，原価計算に対する批判点を列挙するに伴い，次のことを主張し
ている点である。すなわち，その批判点を考慮に入れようとして発達したもの（例えば活動基準原価
計算，目標原価計算等が挙げられている）の存在を肯定しつつも，そのような発達とは別の根本的な
わだかまりが残ると明記しているのである47。
　上述の「合致しないという問題点」は，PfaffとZieglerが「写像」論を前提において論理展開し
ていないことを明瞭に浮き彫りにしているとみなすことができるのである。この点は，鈴木において
「写像」論の特徴という視角から，より一層明確に分析・記述されている。
　　　　「この写像論の特徴は，被写体（実態）と写像（会計文書）とのあいだに1対1の対応関係も
　　　しくは『構造の同一性』（Strukturgleichheit）が存在することを想定するところにみられる。」48
　さらに，千葉において「写像」論に基づく原価計算の性質そのものが，より一層厳密に分析・意味
付けされているのである。
　　　　「経済価値の消費をもたらす経済活動（取引）という実体が先ず存在し，原価計算を通じて，
　　　その忠実な映像が伝達されると見倣す。」49
　このような，「写像」論の特徴・性質を踏まえてPfaffとZieglerの論理をみると，そこにあるのは
決して被写体と写像が1対1の対応関係を持つものではなく，さらに実体が先ず存在し原価計算を
通じてその忠実な映像が伝達されるものでもない。PfaffとZieglerが論理展開の根底に置いている
のは，例えば総括原価法に替えて売上原価法を用いるときに製作原価が同一のものではなくなるこ
と，換言すれば，既在の実体を原価計算によって製作原価として写し出すのではなく，非在の実体を
原価計算によって製作原価として創り出していることなのである。
　上述の問題点からいえることは，ここで取扱われている「写像」論という前提の下では，未解決な
部分が残るということである50。
　（2）「創出」論としての原価計算観
　では，「写像」論を前提とせずに原価計算をみた場合，どのように考えることができるのか。
　ここで注目したいのは，本論文L3で取扱った，　Zieglerの「我々がみなしている原価」という
論述である。この表現から考えられることは，「原価」というものが模写されるために既に実体があ
るとみなすのではなく，「我々がみなす」ものが「原価」である，すなわち「原価」を創出している
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という前提なのである。
　この「創出」という点に関しては，鈴木においてより明瞭に分析・説明されている。
　　　　「ここでは，『純粋な意味での〈モノ〉は存在せず，すべてコトバによって分節されたくコト〉
　　　であり，そのくコト〉は実在の中に指向対象をもたない』のである。
　　　　このように，貸借対照表上に表示されているのは，事物の忠実な再現ではなく，会計のメカ
　　　ニズムを用いた『人間の実践による〈モノのコト化〉』されたものということになる。つまり，
　　　実在していない“ぬけがら”（モノ）が，会計のメカニズムをつうじて，あたかも実在してい
　　　る事柄（コト）であるかのように，貸借対照表上に表示されるということである。したがって，
　　　われわれが貸借対照表や損益計算書を読む際には，会計の用語と数のもつこうした性質に注意
　　　しておかなければならない。…中略…それは，人間の会計メカニズムを用いた実践によって創
　　　り出されたくコト〉にすぎず，実在の中にそれの指向対象をもたない〈コト〉にほかならない
　　　からである。」51
　このような「人間の実践によるくモノのコト化〉」のことを，本論文では「創出」論と定義付け，
これを前提に会計の一領域としての原価計算を考察していきたい。
　本論文において問題としたPfaffとZieglerの論争であるが，　Pfaffは「一種の言語としての原価計
算の機能」というものを挙げて原価計算の性格を分析している52。また，Zieglerの論理では，「創出」
論を前提とした原価計算を考えたとき初めて，製作原価として費用を用いるという，つまり原価計算
によって製作原価として「創出」する論理展開が矛盾無く説明できるのである。
　（3）原価計算の言語性
　以上考察してきたように，「写像」論に基づいた原価計算が社会的な必要をもって認知されている
が，しかし実際には「創出」論を前提として原価計算を認識・分析しなければならないことが明らか
となるであろう。千葉によれば，以下の通りである。
　　　　「原価計算は，自ら実体を創出しつつこれをその写像行為の結果として論理化し，こうして
　　　創出した当該実体を社会的・制度的に存立せしめる言語なのである。原価計算の本質はr実体
　　　創出』にあり，その日常的に観察される『実体写像』は，いわば二次的な性質というべきであ
　　　ろう。」53
　「創出」論としての原価計算観により，原価計算の本質の一端が明らかになるのである。そこに
「原価計算の言語性」が存在することを無視してはならない。
　原価計算を単なる計算システムとしてではなく，むしろ「言語」として認識することを通じて，原
価計算の研究視角が得られるものと考えるものである。
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